





































































































































































































商 品 特殊なもの 汎用性が高いもの
上 場 現在も将来も上場しない 上場するのが前提
































































































































会 社 名（本社所在地） 事 業 内 容
㈱青芳製作所（新潟県燕市） 生活雑貨，金属用食器，福祉用品，その他ステンレス製品の製造販売
アクロナイネン㈱（和歌山市） エンジン用クラッチ，機械部品などの製造販売
㈱下西製作所（東大阪市） マグネット応用製品の製造販売
日清工業㈱（東大阪市） メッキ加工，ダーツゲームの製造販売
㈱マルト長谷川製作所（新潟県三条市） ペンチ，ニッパーなどの作業工具の製造販売
㈱パナケミカル（東京都杉並区） 発泡スチロール，再生樹脂のリサイクル販売事業
㈱キミカ（東京都千代田区） アルギン酸，キトサンなどマリンバイオポリマーの製造販売
シャープ産業㈱（神戸市東灘区） 阪神タイガーズ等応援グッズなどの製造販売
技研トラステム（株）（京都市伏見区） 来店客数自動計数システムの開発・販売と管理
結女（神奈川県横浜市） 生活クラブ生協，ワーカーズコレクティブ，給食事業
㈱スワニー（香川県東かがわ市） ファッション，スキー，ゴルフなど手袋，カバン類の販売
日本手袋工業組合（香川県東かがわ市） 地場手袋製造業の組合
ハガタ屋㈱（香川県東かがわ市） 鍛造，三次元抜型，省力化プレス機械などの製造
㈱デンエンチョウフ・ロマン（東京都大田区） 繊維染色加工に関する特許販売
㈱ハイオス（千葉県松戸市） 産業用電動ドライバーの製造販売
【ヒアリング調査企業（順不同）】
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をも軌道にのせている。
「部品供給型中小企業」というのは，完成品をもたない企業であり，下請け賃加工形態，発注先へ
の依存性，受動的経営体質を余儀なくされている。このような事業特性に対して，「タイプⅣ：多機能
汎用技術・完成品供給型企業」は，リスクをもって市場と向き合いながら，製品企画，事業構想，販
路開拓，価格決定などに主導権を持つなど，全体として能動的経営を行なっている。もしくは，この
ような経営形態を志向していることが窺えるのである。
事業活動を能動的な経営形態へと質的転換を図ることは，結果として強い製品やサービス機能を持
部品供給 完成品供給
多機能汎用技術
単機能専門技術 特異な技術に特化しているタイプ。
シングルユース・タイプ(single use)
＜タイプⅠ＞
単機能専門技術・部品供給型
技術トステム・ハガタ屋など
＜タイプⅡ＞
単機能専門技術・完成品供給型
下西製作所など
横軸：製品タイプ
(完成品供給か，部品供給か) この方向へ進化か
＜タイプⅢ＞
多機能汎用技術・部品供給型
アクロナイネンなど
＜タイプⅣ＞
多機能汎用技術・完成品供給型
青芳製作所，マルト長谷川製作所，
キミカ，スワニー，日清工業など
多機能汎用技術とは他分野にも
応用できる技術的柔軟性，小回り性の
効くタイプ。マルチプルユース・タイプ
(multiple use)
縦軸：加工技術タイプ
(単機能専門技術か，
多機能汎用技術か)
図表２ 中小企業の類型化
(注１）この類型化による２つの軸の意味
横軸：製品タイプ（完成品供給か，部品供給か）
縦軸：加工技術タイプ（単機能専門技術か，多機能汎用技術か）
単機能専門技術とは何かの特異な技術に特化しているタイプ。
シングルユース・タイプ（single use）である。
多機能汎用技術とは他分野にも応用できる技術的柔軟性，小回り性の効くタイプ。
マルチプルユース・タイプ（multiple use）である。
(注２）図示されたように調査企業は，次の４つのタイプに集約される。
＜タイプ1＞ 単機能専門技術・完成品供給型（技研トステム，ハガタ屋など）
世界に通用する高度な技術を有している企業の場合は別にして，そうでない企業の場合，単機能技術分野に特化
しているためビジネス領域の拡大が困難。
＜タイプⅡ＞ 単機能専門技術・部品供給型（下西製作所など）
日本の多くの伝統的な下請け中小製造業はこの位置に属する。このタイプは優れた専門技術，職人技を活かして
世界に通用する部品を供給している中小企業と，そうでない中小企業とに大別される。後者が数の上からも多
い。
＜タイプⅢ＞ 多機能汎用技術・部品供給型（アクロナイネンなど）
多様な分野に応用できる柔軟な多機能技術を活かして複数の得意先の需要に応えた部品を供給している。大企
業のモノづくりをサポートする機能を担っている。
＜タイプⅣ＞ 多機能汎用技術・完成品供給型（青芳製作所，マルト長谷川製作所，キミカ，スワニー，日清工業
など）
多様な分野に応用できる柔軟な多機能技術を活かして市場のニーズに応えた独自の完成品を供給している。言
わば大企業にとって量産効果が効きづらい分野をドメインとするニッチ型企業がこれに該当する。
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つことになる。さらに，このことによって，価格決定や流通過程における付加価値配分を持つことも
ある程度可能になる。加えて，これを実現するためには，市場に対する優れた感性や磨かれた技術力
を有することも必要条件となる。
これまで行なってきた調査や関連する諸問題に関する分析内容，そして公表されている資料などを
勘案すると，中小企業の成長パターンの事業特性には，先述したように，従来から存在している，い
わゆる伝統的な部品供給型から多機能汎用技術完成品供給型への業容のシフト化を図る，あるいは，
このような業態変容を志向しようとする姿勢を，共通的に見出すことができるのである。
５．中小企業の資金問題―『中小企業白書 2005年版』を中心として－??
⑴ 中小企業が抱える経営課題
バブル経済崩壊後，中小企業各社は資金繰りに窮する事態に陥った。このことは一部の大企業も同
様であり，この結果，銀行など多くの金融機関で不良債権が顕在化し，長期にわたり景気が低迷した。
特に，中小企業にとって深刻な問題として，金融機関の「貸し渋り，貸し剥がし」が明らかになり，
このことが社会問題化した。しかしながら，激変する経営環境に適切に対応し，業績を伸ばしている
中小企業があるというものの，一方では，多くの中小企業で，さまざまな経営課題を抱えているとい
う現状もある（図表３）。
この資料（『中小企業白書 2005年版』のことであり，以下『白書』と称する）によれば，中小企業
各社にあっては，その経営努力にもかかわらず，かなり深刻な経営課題を内包していることがわかる。
なかでも，「売上が伸びない，減少している」とする企業が最も多い。次いで「能力ある従業員が不足
している」といった問題が挙げられている。
図表３ 中小企業の持つ経営課題
（出所）『中小企業白書 2005年版』
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資金問題については，『白書』を見るかぎり３番目に位置づけられているが，従業員規模で見た場合，
従業員の少ない企業ほど「資金繰りが苦しい」という結果になっている。しかしながら，最も重要な
課題として挙げられている「売上の低迷」が長引けば，このことがたちまち「資金問題化」すること
はいうまでもない。
ちなみに，今回われわれ研究グループが行なったアンケート調査においても，「経営が軌道に乗るま
でに最も苦労した点」として
①技術の確立
②顧客開拓
③資金
④人材
といった項目が挙げられており，概ね『白書』と同様な結果が出ている（「【添付資料】の『アンケー
ト調査票』」参照）。
⑵ 中小企業における企業資金の特徴
中小企業における企業資金にはどのような特徴がみられるのであろうか。この問題に関連して，特
に，資金調達にみられる特徴について『白書』では，①金融機関からの借入れ，②社債の発行，③自
己資本の割合という３つの要素から，大企業と中小企業の違いを比較している（図表４）。
資金調達の方法では，自己資本（株主資本）による調達は大企業・中小企業とも10％強とその割合
図表４ 大企業と中小企業の資金調達のあり方とその経緯
【大企業】 【中小企業】
（出所）『中小企業白書 2005年版』
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は，当初は同程度であったが，大企業では次第に自己資本の割合を高めて行くが，中小企業では大企
業ほどの伸びがみられない。また，金融機関からの借入金といった問題については，大企業では
1998～99年以降，借入金よりも自己資本による資金調達が上回るといった状態が続き，他人資本に依
存しない方法による財務基盤の強化を行っている。
これに対し，中小企業では財務基盤の充実を図る努力がみられるものの，依然として金融機関（他
人資本）に依存した資金調達を行なっているのである。なお，社債については発行条件が定められて
いるため，これによる資金調達の比較はできないことはいうまでもない。
このように，大企業においては社債や自己資本による資金調達の割合に上昇傾向がみられる反面，
金融機関からの借入金依存度は低下傾向にある。これに対し，中小企業においては自己資本による調
達にやや増加傾向がみられるものの，大企業と比較した場合，自己資本比率は依然として低い水準に
あり，金融機関からの借入金を中心とした他人資本に依存しているという実態がある。
また，近年の中小企業を従業員規模別にその資金調達構造をみると，2003年度実績では，従業員規
模20人以下の企業においては，自己資本による資金調達の割合が22.4％で，金融機関からの借入金の
割合が55.7％となっている。しかし，従業員規模301人以上の企業では，自己資本の割合が36.1％で，
借入金の割合は21.9％となっており，従業員規模が小さい企業ほど自己資本による資金調達の割合は
少なく，借入金に依存しており，従業員規模が大きくなるほど自己資本による資金調達の割合が増加
し，金融機関からの借入金に対する依存度（但し，301人を超える規模になると，資金調達の一部は社
債発行という直接金融による方法がみられる）が低下していることがわかる（図表５）。
中小企業における資金調達は，主として金融機関からの借入れにその多くを依存している。しかし
ながら，金融機関と密接な関係がありながらも，借入れがスムーズに行われているとはいえない状況
がある。近年，金融機関による「貸し渋り・貸し剥し」が社会問題化したが，このような状態は依然
として続いているものと推察されるのである。こういった傾向は，特に従業員数の少ない中小企業に
数多く見受けられる（図表６）。
図表５ 従業員規模別による企業資金の調達構造（2003年度）
（出所）『中小企業白書 2005年版』
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（出所）『中小企業白書 2005年版』
図表６ メインバンクから思い通りに貸してもらえなかった企業の割合（従業員規模別）
図表７ 従業員規模別に見たメインバンクの業態
資料：中小企業庁「資金調達環境実態調査」（2004年12月）
(注)１．ここでは借入金残高シェアの大小に関わらず，その企業がメインバンクと認識している金融機関をメインバ
ンクとした。
２．大手行とは都市銀行，長期信用銀行，信託銀行のことを指す。
３．地銀・第二地銀とは地方銀行及び第二地方銀行，信金・信組とは，信用金庫，信用組合を指す。
４．政府系中小企業金融機関とは，商工組合中央金庫，中小企業金融公庫，国民生活金融公庫を指す。
(出所）『中小企業白書 2005年版』
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また，『白書』では，「メインバンクへ借入れ申込みをした際のメインバンクの対応として最も多かっ
た対応が『申込みを拒絶された』，『申込みを減額された』」と回答する企業について調査し，「従業員
規模が小さい企業ほど思い通りに貸してもらいにくい」実態があると指摘している。この問題が深刻
なのは，中小企業に対する唯一といっても過言ではない融資者としての金融機関が，期待通り機能し
ているかどうかという問題に関係している。この点について（図表７）のデータは示唆的である。
すなわち，当該中小企業が自らメインバンクとしている業態は，従業員規模が大きい（この場合，
従業員数の多少を基準にしている），すなわち，従業員数の多い企業ほど大手行をメインバンクとする
割合が高く，反対に，従業員数が少なければ少ないほど，信金・信組を含めた地域金融機関をメイン
バンクとみなしていることがわかる。しかしながら，（図表６）で明らかなように，現実には，自社に
とってメインバンクとしていたこのような金融機関からは，期待するだけの融資を受けられないとい
う厳しい状況があることを示しているのである。
⑶ 金融機関が中小企業に期待するもの
『白書』では，「中小企業金融の特性は，〔1〕資金調達の大半を借入金に依存している，〔2〕従業員
規模が小さい企業ほど，円滑な借入れを行えていない企業の割合が高い，〔3〕金利が高く，保証（人
的担保）提供をしている割合が高いなど大企業に比べ借入条件が悪い，〔4〕提供している担保のほと
んどが不動産である，〔5〕地域金融機関が重要な地位を占めている」ということを挙げている。さら
に，このようなことに加えて，「大企業に比べ中小企業が資金調達をする際に困難を生ずる大きな原因
として，貸手が借り手の質や，借りた後の行動を正確にモニタリングすることが難しいため，貸手と
借り手の間に生じる『情報の非対称性』を指摘」し，「中小企業が円滑に資金調達を行うためにはこの
『情報の非対称性』を緩和することが必要不可欠である」と提言している。
情報には定性情報と定量情報があることはいうまでもない。『白書』では定性情報のうち，中小企業
にとって特に重要なファクターである「代表者の資質と金融機関からの借入れとの関係について」検
証した内容に触れている。そのなかで，どの
ような経営者としてどのような資質を重視し
ているかについてまとめている（図表８）。
これをみると，特に，代表者（中小企業の
経営者）に求められる資質として，「経営意
欲」，「実行力」，「判断力」といった要素が融
資する審査の際に検討事項として重要視され
ていることがわかる。
しかし，『白書』では「これらの代表者の資
質は貸手側に伝わってこそ資金調達に影響が
あるものであるが，定性情報という特性上，
定量情報のように簡単には伝えることが難し
図表８ 融資の際に重視する審査項目(代表者の資質)
（出所）『中小企業白書 2005年版』
158 中小企業のビジネスモデル策定に関する調査研究
いものである」と付記している。 他方，企業
における定量情報としては，決算書等を中心
とした「財務諸表」を挙げることができる。
この点についても『白書』では，「大企業に比
べ中小企業では，信頼性の高い客観的な計算
書類等を定期的に作成し，金融機関等に提供
すること自体が未だに定着しているとは言え
ない」とし「このような正確な資料作成と提
供の慣行を定着させることは，企業自身の実
態把握や経営方針の検討等に有益であるのみ
ならず，資金調達環境の改善にも効果がある
とも考えられる。金融機関の審査においても，計算書類の信頼性の重要度が高まっており，このよう
な資料の作成を前提とした融資制度を設けている金融機関が増えていることから中小企業においては
積極的な対応が望まれる」と指摘し，金融機関からみた「中小企業が作成する決算書の信憑性」の問
題について触れている（図表９）。
このように，「決算書の信用力を高めるための取組を行なっているかどうか」については，従業員規
模が小さい企業ほど「信用力を高めるための努力をしていない」という結果になっている。また，『白
書』における別のデータでは，「金融機関への正確な情報開示を積極的に行なっている企業の割合（従
業員規模別）」に関していえば，「従業員規模が小さい企業ほど積極的には情報開示を行なっていない」
という実態があることを指摘している。
⑷ 中小企業の業態変容
これまでみてきたように，多くの中小企業は金融機関からの融資という間接金融による資金調達を
行なっている。このため，金融機関からの融資の可否は，中小企業にとって致命的になる。近年，信
用保証協会を活用した資金調達方法といった支援策も行なわれてきた。しかしながら，信用保証協会
に担保される融資額には限度があり，必ずしも，当該企業が望む融資額にいたっていないケースが多
くある。このようなこともあり，良好な実績を上げている企業のなかには，これまで多くの中小企業
にみられたような，単なる下請的事業に終始するような事業ではなく，扱う製品やサービスなどに工
夫を凝らし，他社には見られない特性等を付加し，新たなビジネスモデルを構築している。このこと
によって当該企業のオリジナリティを確保し，顕著な業績を上げているケースもある。同様のことが，
今回の調査でも明らかになった。このことについては，『白書』でも事例として下請構造の変化を挙げ
ている。そして，「これまで日本を支えてきた下請企業は徐々に減少していく傾向にあるが，こうした
ことは自ら商品を企画し，自ら販売活動を行う，自立した中小企業が増加していることを意味してい
る」としている。
また「こうした脱下請がみられる背景には，製品アーキテクチャのモジュール化が進んでいること
（出所）『中小企業白書 2005年版』
図表９ 決算書の信用力を高めるための取組を行って
いない企業の割合（従業員規模別）
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も挙げられる。モジュール化とは，統一された規格を下に，複雑な製品をいくつかの部分（モジュー
ル）に分解し，それぞれのモジュール毎に独立したイノベーションが行なわれることで，全体の生産
性が向上することである」としながらも，「一方，モジュールとは逆に，それぞれ工程間で摺り合わせ
を行いながら一つの製品を完成させていく『インテグラル』技術が，日本の生産現場では多くみられ，
日本の下請構造の中でもインテグラル技術を必要とする産業が競争力を持っている」ことを挙げてい
る。
そして，「従来，下請比率が高かった自動車部品産業（輸送機械器具）とデスクトップパソコンや半
導体等のエレクトロニクス産業（電気機械器具）を比較すると，インテグラルの典型である自動車部
品産業に比べ，モジュール化が進んだエレクトロニクス産業で下請企業の割合の減少幅が大きい」こ
とを指摘している。
これら中小企業の業態変容（図表10）について，『白書』では「このように自立の程度を高めた状況
で企業が生き残るためには，自ら販路を
開拓しつつ，利益を上げなければならな
い。利益を上げるには１つはコストを抑
える『低コスト化』，１つは付加価値を上
げる『高付加価値化』とおおむね２通り
の方策」を挙げ，特に，「中小製造業にお
いては，これらの活動に取り組んでいく
必要がある」と強調している。少なくと
も中小企業にはこのような経営努力を行
うとともに，金融機関との健全なリレー
ション・シップの確立が求められる。特
に，資金問題については，先に指摘した
ように，金融機関の多くが抱いている企
業情報の非対称性を払拭する必要があ
る。それには，中小企業各社はメインバ
ンクを中心とした金融機関に対し，財務
情報など企業情報の積極的な開示はもと
より，経営に対する理念や事業の方向性
や具体的な事業計画といった定性情報の
積極的な開示も必要条件になることはい
うまでもない。
このような企業情報のステークホル
ダーへの積極的な開示は，われわれが今
回調査した中小企業のなかで，成長を続け
図表10 下請構造の変化
（出所）『中小企業白書 2005年版』
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ているほとんどの企業に共通的にみられることであった。一方，金融機関各社も，これまで行ってき
た担保融資を中心としたものだけでなく，たとえ担保すべき資産が不十分であったとしても，当該企
業が計画している事業の将来性や有効性に対して積極的に融資するといったような，金融機関として
の新しいビジネスモデルの展開を期待したいのである。
注
⑴ 柳 (2004)pp.41-45.
⑵ 日比(2002)p.41.および pp.54-55.
⑶ 本節の論述内容は「中井(2005）pp.179-200.」の一部を加筆修正したものである。
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